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審決 

 

不服２０１９－１１５７ 

 

（省略） 

請求人 株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

 

（省略） 

代理人弁理士 特許業務法人高橋・林アンドパートナーズ 

 

 

 特願２０１８－１９３８３６「電子記録債権の決済方法、および債権管理サ

ーバ」拒絶査定不服審判事件について、次のとおり審決する。 

 

結論 

 本件審判の請求は、成り立たない。 

 

理由 

第１ 手続の経緯 

 

 本件特許出願は、平成３０年１０月１２日（国内優先権主張 平成２９年１

０月１７日、平成３０年３月１９日）の出願であって、その手続の経緯は以下

のとおりである。 

 

 平成３０年１０月２５日付け ：拒絶理由の通知 

 平成３０年１１月２７日 ：意見書及び手続補正書の提出 

 平成３０年１２月 ４日付け ：拒絶査定 

 平成３１年１月２９日  ：審判請求書の提出 

 平成３１年３月１４日付け ：拒絶理由の通知 

 平成３１年４月２５日  ：意見書及び手続補正書の提出 

 

第２ 本願発明について 

 

 平成３１年４月２５日提出の手続補正書により補正された特許請求の範囲の

請求項１は、以下のとおりである。（以下、「本願発明」という。） 

 

「【請求項１】 

 電子記録債権の額に応じた金額を債権者の口座に振り込むための第１の振込

信号を送信すること、 

 前記電子記録債権の割引料に相当する割引料相当料を前記電子記録債権の債

務者の口座から引き落とすための第１の引落信号を送信すること、 

 前記電子記録債権の額を前記債務者の口座から引き落とすための第２の引落
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信号を送信することを含む、電子記録債権の決済方法。」 

 

第３ 拒絶の理由 

 

 平成３１年３月１４日付けで当審が通知した拒絶理由は、以下のとおりであ

る。 

 

●理由１（発明該当性） 

 この出願の請求項１から１１に記載されたものは、特許法第２９条第１項柱

書に規定する要件を満たしていないから、特許を受けることができない。 

 

●理由２（進歩性） 

 この出願の請求項１から１１に係る発明は、その出願前に日本国内又は外国

において、頒布された下記の引用文献１及び２に記載された発明又は電気通信

回線を通じて公衆に利用可能となった発明に基いて、その出願前にその発明の

属する技術の分野における通常の知識を有する者が容易に発明をすることがで

きたものであるから、特許法第２９条第２項の規定により特許を受けることが

できない、というものである。 

 

 引用文献１：特開２０１４－２３５４３５号公報 

 引用文献２：「政府、下請法の運用強化－「手形支払い」通達見直し」，日

刊工業新聞，株式会社 日刊工業新聞社，２０１６年１０月１４日，第２面 

 

第４ 引用文献の記載及び引用発明 

 

１．引用文献１の記載 

 

（ア）引用文献１ 

 

 引用文献１には、以下の事項が記載されている。（なお、下線は当審にて付

与した。） 

 

（ア－１）「金融機関向け電子記録債権処理方法及びシステムに関し、より詳

細には、複数の金融機関にわたる一括ファクタリングにかかる電子記録債権を

処理するための方法及びシステム」（【０００１】） 

 

（ア－２）「企業間の取引においては、（特に大企業の場合）支払企業は、多

数の仕入先企業を有し、これらの多数の仕入先企業に対して電子記録債権を発

生させることが多い。特許文献１に開示される一括ファクタリングのスキーム

によれば、ある支払企業を債務者とし、多数の個々の仕入先企業を原債権者と

する電子記録債権について、発生記録と同時に、ファクタリング会社（以下、

「ＳＰＣ」（Special Purpose Company：特別目的会社）という）への譲渡記
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録が行われる。例えば、一括ファクタリングサーバは、支払企業の端末から一

括ファクタリングにかかる債権が特定された明細データを受け取ると、記録機

関のデータベースにおいて電子記録債権の発生を記録するための発生記録請求

データと、各々の債権がＳＰＣに譲渡されたことを記録するための譲渡記録請

求データとを含む請求データとを作成して、記録機関に送信するので、一括フ

ァクタリングにかかる電子記録債権の発生記録及び譲渡記録が同時に行われ

る。」（【０００５】） 

 

（ア－３）「本発明は、このような目的を達成するために、第１の側面におい

ては、電子記録債権を用いる一括ファクタリングにおいて、銀行システム内の

一括ファクタリングサーバから決済銀行に対して口座間送金決済に係る決済情

報を通知するための方法を提供する。銀行システムの一括ファクタリングサー

バは、電子記録債権の記録原簿を備えた記録機関システムと接続され、さらに

仕入先企業の端末と、支払企業の端末と、電子記録債権の一括ファクタリング

を行うＳＰＣの端末と、債務者である前記支払企業が決済口座を有する、前記

銀行システムとは異なる決済銀行の端末とネットワークを介して接続される。

本方法は、一括ファクタリングサーバが、支払期日までに記録機関システムか

ら支払期日が到来する個々の電子記録債権の決済情報を受信したとき、決済情

報に基づいて、個々の電子記録債権を、決済銀行に決済口座を有する支払企業

及びＳＰＣ単位かつ支払期日単位で合計して口座間送金決済を行うための送金

情報を生成するステップと、送金情報を決済銀行に送信するステップと、決済

銀行によって送金情報に基づいて、決済銀行を介して債務者である支払企業の

決済口座からＳＰＣの決済口座へ、前記支払企業及びＳＰＣ単位かつ支払期日

単位で合計された電子記録債権の総額の債権金額の口座間送金決済が行われた

後、口座間送金決済の決済結果の報告を決済銀行から受信すると、口座間送金

決済済みの個々の電子記録債権に対する口座間送金決済による支払等記録請求

データを生成し、生成した支払等記録請求データを記録機関システムに伝送す

るステップとを含む。」（【００１０】） 

 

（ア－４）「仕入先企業から期日前資金化の依頼を受けると、ＳＰＣは、その

仕入先企業へ債権相当額（前払額）を振り込む必要がある。ＳＰＣはＳＰＣ端

末３から、ステップＳ４０８において、振込データの作成日を指定して、一括

ファクタリングサーバ１２の受付処理部２１に、仕入先企業に前払額を支払う

ための振込データを作成するように指示する。ＳＰＣ端末３から振込データの

作成指示を受信すると、一括ファクタリングサーバ１２の決済処理部２３は、

ステップＳ４１０において、ＳＰＣが期日前資金化の依頼を行った各仕入先企

業に支払うべき金額（前払額）を算出する。支払額（前払額）は、電子記録債

権に対応する債権金額、及びマスタデータ記憶部２４に格納されたマスタデー

タで指定された割引率に基づいて算出される（例えば、前払額＝債権金額－割

引額）。決済処理部２３は、次いで、ステップＳ４１２において、ＳＰＣを振

込依頼人とし、仕入先企業を受取人とし、ステップＳ４１０で算出した前払額

を振込金額とする振込データを生成する。振込データは、単一又は複数の受取
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人宛てに一括して振込みを行うことができる、一般社団法人全国銀行協会が制

定するレコードフォーマットに従った総合振込データとして生成される。 

 ここで、図１１及び１２を参照する。図１１は、ＳＰＣ端末３に表示可能な

取引メニュー画面の一例を示し、図１２は、ＳＰＣ端末３が総合振込データを

ダウンロードする際に表示される画面の一例を示している。ＳＰＣが、例えば、

仕入先企業に資金の振込みを行うための振込データの作成を開始するため、Ｓ

ＰＣ端末３上に表示される取引メニュー画面１１００から「総合振込データの

ダウンロード」１１０１を選択すると、ＳＰＣ端末３上に画面１２００が表示

される。ＳＰＣ端末３の画面１２００において、総合振込データを作成する作

成日が指定され、振込データの作成が指示されると（Ｓ４０８）、一括ファク

タリングサーバ１２は、ＳＰＣが仕入先企業に支払うべき金額（前払額）を算

出して振込データを生成する（Ｓ４１０）。ＳＰＣは、支払企業毎に決済口座

を割り当てるなど、複数の決済口座を有することがあるが、総合振込データに

ついては、個々の振込明細は決済口座単位で作成される。例えば、図１２の例

において、総合振込データ送付表１２１０では、決済口座毎に複数の振込明細

がまとめられており、振込指定日が２０１２年９月２６日の振込みは、合計３

２件、振込金額（すなわち、支払額の合計）は¥143,784,070 であることを示し

ている。そして、例えば、口座番号「８７８０００１」を決済口座とする振込

には、振込明細一覧表１２２０に示されるような、個々の仕入先企業に対する

４件の振込明細が含まれる。 

 図４に戻ると、ＳＰＣ端末３から総合振込データのダウンロードが指示され

ると、総合振込データは、一括ファクタリングサーバ１２からＳＰＣ端末３に

伝送される（ステップＳ４１４）。ＳＰＣ端末３は、総合振込データをダウン

ロードすると、ダウンロードした総合振込データを決済銀行システム５（例え

ば、ＥＢシステム１５）に伝送して、総合振込を依頼する（ステップＳ４１

６）。その後、決済銀行システム５によって、勘定系システム１６を介して仕

入先企業への振込みが実行され、前払額が仕入先企業の入金口座に入金される

（ステップＳ４１８）。」（【００４５】〜【００４７】） 

 

（ア－５）「図７に、支払企業からＳＰＣへ電子記録債権の支払期日に弁済が

行われる場合の処理を示す。支払期日における支払企業からＳＰＣへの電子記

録債権の債権金額の支払は、口座間送金決済によって行われる。 

 ステップＳ７０２において、記録機関システム１３は、例えば、支払期日の

２営業日前など、まもなく支払期日が到来する電子記録債権を記録原簿３２か

ら抽出する。なお、早期弁済された電子記録債権については、早期弁済額の入

金確認報告後に支払等記録によって債権が消滅しているため、ステップＳ７０

２では抽出されない。 

 次いで、ステップＳ７０４において、記録機関システム１３は、抽出した電

子記録債権について口座間送金決済を行うことができるように、その電子記録

債権に関する口座間送金決済の依頼通知電文を一括ファクタリングサーバ１２

に伝送する。口座間送金決済では、法制上個々の電子記録債権について、少な

くとも当該電子記録債権の支払期日・債権金額・債務者口座・債権者口座を含
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む情報が提供される必要があり、これに対応するものである。例えば、各電子

記録債権の決済日（支払期日）、債務者（支払企業）の口座情報、債権者（Ｓ

ＰＣ）の口座情報、及び債権金額などの情報が含まれる。 

 その後、ステップＳ７０６において、一括ファクタリングサーバ１２の決済

処理部２３は、支払期日に債務者（支払企業）の決済口座から債権者（ＳＰＣ）

の決済口座へ債権金額の口座間送金を行うための振込データを作成する。ある

支払期日に債務者（支払企業）が債権者（ＳＰＣ）に支払いを行うべき電子記

録債権が複数存在する場合があるが、決済処理部２３は、同一支払期日におけ

る同一債務者と同一債権者との間の複数の電子記録債権をまとめて１度の口座

間送金決済により決済を行うことができるようする。例えば、決済処理部２３

は、同一支払期日、同一債務者、同一債権者の電子記録債権について、債権金

額の合計を振込金額とし、支払企業の決済口座を出金口座、ＳＰＣの決済口座

を入金口座として、支払期日を決済日とする口座間送金決済の振込データを作

成することができる。なお、上記振込データは、合計された振込金額による単

一の総合振込データとして生成されるが、単一の振込明細に集約されているた

め、振込指示の内容が確認できる振替伝票等であってもよい。 

 作成した振込データは、決済銀行システム５にダウンロードされ（ステップ

Ｓ７０８）、決済銀行システム５が、ダウンロードした振込データをＥＢシス

テム１５により処理（もしくは振込伝票等により処理）し、支払企業の口座か

ら振込金額を引き落としてＳＰＣの口座に入金することにより口座間送金決済

を実行する（ステップＳ７１０）。これにより、支払企業の口座からＳＰＣの

口座への資金移動が行われる。」（【００６２】〜【００６６】） 

 

 上記（ア－１）から（ア－５）の記載事項から、引用文献１には、以下の発

明が記載されている。（以下、「引用発明」という。） 

 

「電子記録債権を用いる一括ファクタリングにおいて、銀行システム内の一括

ファクタリングサーバから決済銀行に対して口座間送金決済に係る決済情報を

通知し電子記録債権を処理する方法であって、（【０００１】、【００１０】） 

 

 銀行システムの一括ファクタリングサーバは、電子記録債権の記録原簿を備

えた記録機関システムと接続され、さらに仕入先企業の端末と、支払企業の端

末と、電子記録債権の一括ファクタリングを行うＳＰＣの端末と、債務者であ

る前記支払企業が決済口座を有する、前記銀行システムとは異なる決済銀行の

端末とネットワークを介して接続され、（【００１０】） 

 仕入先企業から期日前資金化の依頼を受けると、ＳＰＣはＳＰＣ端末３から、

振込データの作成日を指定して、一括ファクタリングサーバ１２の受付処理部

２１に、仕入先企業に前払額を支払うための振込データを作成するように指示

し、ＳＰＣ端末３から振込データの作成指示を受信すると、一括ファクタリン

グサーバ１２の決済処理部２３は、ＳＰＣが期日前資金化の依頼を行った各仕

入先企業に支払うべき金額（前払額）を算出し、支払額（前払額）は、電子記

録債権に対応する債権金額、及びマスタデータ記憶部２４に格納されたマスタ
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データで指定された割引率に基づいて算出され（例えば、前払額＝債権金額－

割引額）、決済処理部２３は、ＳＰＣを振込依頼人とし、仕入先企業を受取人

とし、算出した前払額を振込金額とする振込データを生成し、ＳＰＣ端末３か

ら総合振込データのダウンロードが指示されると、総合振込データは、一括フ

ァクタリングサーバ１２からＳＰＣ端末３に伝送され、ＳＰＣ端末３は、総合

振込データをダウンロードすると、ダウンロードした総合振込データを決済銀

行システム５（例えば、ＥＢシステム１５）に伝送して、総合振込を依頼し、

その後、決済銀行システム５によって、勘定系システム１６を介して仕入先企

業への振込みが実行され、前払額が仕入先企業の入金口座に入金され、（【０

０４５】、【００４７】） 

 支払期日における支払企業からＳＰＣへの電子記録債権の債権金額の支払は、

口座間送金決済によって行われ、（【００６２】） 

 記録機関システム１３は、抽出した電子記録債権について口座間送金決済を

行うことができるように、その電子記録債権に関する口座間送金決済の依頼通

知電文を一括ファクタリングサーバ１２に伝送し、一括ファクタリングサーバ

１２の決済処理部２３は、支払期日に債務者（支払企業）の決済口座から債権

者（ＳＰＣ）の決済口座へ債権金額の口座間送金を行うための振込データを作

成し、作成した振込データは、決済銀行システム５にダウンロードされ（ステ

ップＳ７０８）、決済銀行システム５が、ダウンロードした振込データをＥＢ

システム１５により処理（もしくは振込伝票等により処理）し、支払企業の口

座から振込金額を引き落としてＳＰＣの口座に入金することにより口座間送金

決済を実行する、（【００６４】〜【００６６】） 

 電子記録債権を処理する方法。」 

 

２．引用文献２の記載 

 

（イ）引用文献２ 

 

 引用文献２には、以下の事項が記載されている。（なお、下線は当審にて付

与した。） 

 

（イ－１）「・・・こうした状況を踏まえ、今回の下請法の見直しでは親事業

者に対し、原則として下請け事業者への支払を手形ではなく現金とすることを

要請する。手形を使う場合であっても現金化する際の割引負担料を下請け事業

者に押しつけることを抑制し、発注側である親事業者が負担するよう求め

る。・・・」 

 

第５ 当審の判断 

 

 当審において通知した拒絶の理由である「理由１（発明該当性）」及び「理

由２（進歩性）」について、以下検討する。 
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１．「理由１（発明該当性）」について 

 

（１）『自然法則を利用した技術的思想の創作』の観点について 

 

 特許法第２条第１項には、『この法律で「発明」とは、自然法則を利用した

技術的思想の創作のうち高度のものをいう。』と規定され、同法第２９条第１

項柱書には、『産業上利用することができる発明をしたものは、次に掲げる発

明を除き、その発明について特許を受けることができる。』と規定されている。 

 したがって、特許出願に係る発明が『自然法則を利用した技術的思想の創作』

でないときは、その発明は特許法第２９条第１項柱書に規定する要件を満たし

ておらず、特許を受けることができない。 

 

 そこで、本願発明が『自然法則を利用した技術的思想の創作』といえるか否

かについて以下検討する。 

 

（１－１）本願発明における、『電子記録債権の額に応じた金額を債権者の口

座に振り込むための第１の振込信号を送信すること、』との構成要件は、『電

子記録債権の額に応じた金額』という“所定の金額”を『債権者』という“所

定の者”の“口座に振り込む”ための第１の振込信号を送信するという金融取

引上の業務手順を特定するものである。 

 ここで、「第１の振込信号を送信する」との事項は、コンピュータが「電子

記録債権の額に応じた金額を債権者の口座に振り込む」ための処理を依頼する

命令を送信することであり、本願明細書の【００４６】の「・・・具体的には、

振込／引落命令部１２２ｆが口座管理サーバに対して振込信号を送信す

る・・・」の記載を参酌するに、いわゆる、債権管理サーバと口座管理サーバ

というコンピュータ同士の間で行われる情報のやりとりであるから、前記命令

はネットワークや通信線を介して信号として送信されることになるのは必然的

な技術的事項である。 

 そして、本願発明においては、「第１の振込信号」及び「送信する」との事

項について、コンピュータを用いる上での必然的な技術的事項を超えた何かし

らの技術的特徴を特定しているものでもない。 

 してみると、「改訂後の下請法の運用基準にも適合し、債務者や債権者の事

務負担や管理コストを増大させることなく、債務者によって割引料の負担が可

能な電子記録債権の決済方法を提供する」という本願発明の課題を踏まえると、

『電子記録債権の額に応じた金額を債権者の口座に振り込むための第１の振込

信号を送信すること、』との構成要件の本質は、金融取引上の業務手順という

人為的な取り決めに基づくビジネスルール自体に向けられたものであり、『第

１の振込信号』及び『送信する』とのコンピュータを用いる上での必然的な技

術的事項を含むものであっても、当該構成要件全体としては、自然法則が用い

られているとは認められない。 

 

（１－２）本願発明における、『前記電子記録債権の割引料に相当する割引料
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相当料を前記電子記録債権の債務者の口座から引き落とすための第１の引落信

号を送信すること、』との構成要件についても、上記（１－１）で言及したの

と同様に、『電子記録債権の割引料に相当する割引料相当料』という“所定の

金額”を『電子記録債権の債務者』という“所定の者”の“口座から引き落と

す”ための第１の引落信号を送信するという金融取引上の業務手順を特定する

ものであって、『前記電子記録債権の割引料に相当する割引料相当料を前記電

子記録債権の債務者の口座から引き落とすための第１の引落信号を送信するこ

と、』との構成要件の本質は、金融取引上の業務手順という人為的な取り決め

に基づくビジネスルール自体に向けられたものであり、『第１の引落信号』及

び『送信する』とのコンピュータを用いる上での必然的な技術的事項を含むも

のであっても、当該構成要件全体としては、自然法則が用いられているとは認

められない。 

 

（１－３）本願発明における、『前記電子記録債権の額を前記債務者の口座か

ら引き落とすための第２の引落信号を送信すること』との構成要件についても、

上記（１－１）で言及したのと同様に、『電子記録債権の額』という“所定の

金額”を『債務者』という“所定の者”の“口座から引き落とす”という金融

取引上の業務手順を特定するものであって、『前記電子記録債権の額を前記債

務者の口座から引き落とすための第２の引落信号を送信すること』との構成要

件の本質は、金融取引上の業務手順という人為的な取り決めに基づくビジネス

ルール自体に向けられたものであり、『第２の引落信号』及び『送信する』と

のコンピュータを用いる上での必然的な技術的事項を含むものであっても、当

該構成要件全体としては、自然法則が用いられているとは認められない。 

 

（１－４）上記（１－１）から（１－３）で言及した様に、本願発明を構成す

る各構成要件の本質は、いずれも金融取引上の業務手順という人為的な取り決

めに基づくビジネスルール自体に向けられたものであるから、本願発明の本質

も金融取引上の業務手順という人為的な取り決めに基づくビジネスルール自体

に向けられたものと解される。 

 また、本願発明を全体としてみても、本願発明の本質が金融取引上の業務手

順という人為的な取り決めに基づくビジネスルール自体に向けられたものでな

いとする事情があるとも認められない。 

 してみると、本願発明は、『第１の振込信号』、『第１の引落信号』、『第

２の引落信号』及び『送信する』とのコンピュータを用いる上での必然的な技

術的事項を含むものであっても、全体としては、人為的な取り決めに基づくビ

ジネスルールである金融取引上の業務手順そのものを特定しているに過ぎず、

特許法第２条第１項でいうところの『自然法則を利用した技術的思想の創作』

とはいえず、特許法第２９条第１項柱書に規定する要件を満たしていないから、

特許を受けることができないものである。 

 

（２）『コンピュータソフトウェア関連発明』の観点について 
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 本願発明は、『第１の振込信号』、『第１の引落信号』、『第２の引落信号』

及び『送信する』とのコンピュータを用いる上での必然的な技術的事項が特定

されていることに鑑み、いわゆる、「コンピュータソフトウェア関連発明」で

あると考えられるため、その観点からも以下検討する。 

 

 ここで、ソフトウェア関連発明が『自然法則を利用した技術的思想の創作』

となる基本的な考え方は、以下のとおりである。 

 

 ソフトウェア関連発明のうちソフトウェアについては、「ソフトウェアによ

る情報処理が、ハードウェア資源を用いて具体的に実現されている」場合は、

当該ソフトウェアは『自然法則を利用した技術的思想の創作』である。 

「ソフトウェアによる情報処理が、ハードウェア資源を用いて具体的に実現さ

れている」とは、ソフトウェアとハードウェア資源とが協働することによって、

使用目的に応じた特有の情報処理装置又はその動作方法が構築されることをい

う。（「特許・実用新案審査基準」の特定技術分野への適用例 附属書Ｂ 「２．

１．１．２ ソフトウェアの観点に基づく考え方」参照。） 

 

（２－１）本願発明を構成している、『電子記録債権の額に応じた金額を債権

者の口座に振り込むための第１の振込信号を送信すること、』（上記（１－

１））、『前記電子記録債権の割引料に相当する割引料相当料を前記電子記録

債権の債務者の口座から引き落とすための第１の引落信号を送信すること、』

（上記（１－２））、『前記電子記録債権の額を前記債務者の口座から引き落

とすための第２の引落信号を送信すること』（上記（１－３））との各構成要

件は、コンピュータに処理を依頼するための命令を送信することであり、当該

命令を作成するために、コンピュータである債権管理サーバが特別な情報処理

を行っている訳ではないから、債権管理サーバと口座管理サーバというコンピ

ュータ同士の間で行われる情報のやりとりを行う上での必然的な技術的事項で

あり、それを超えた技術的特徴が存するとはいえない。 

 

（２－２）してみると、本願発明には、「ソフトウェアとハードウェア資源と

が協働することによって、使用目的に応じた特有の情報処理装置又はその動作

方法が構築」されているといえる事項が記載されているとはいえないから、

「コンピュータソフトウェア関連発明」である本願発明は、その観点から見て

も『自然法則を利用した技術的思想の創作』とはいえない。 

 したがって、本願発明は、特許法第２条第１項でいうところの『自然法則を

利用した技術的思想の創作』とはいえず、特許法第２９条第１項柱書に規定す

る要件を満たしておらず、特許を受けることができないものである。 

 

２．「理由２（進歩性）」について 

 

（１）対比 

 



 10 / 13 

 

 本願発明と引用発明とを対比する。 

 

（１－１）引用発明における「仕入先企業」及び「支払企業」は、それぞれ、

本願発明でいう『債権者』及び『債務者』に相当する。 

 

（１－２）引用発明における「仕入先企業に支払うべき金額（前払額）」は、

「電子記録債権に対応する債権金額、及びマスタデータ記憶部２４に格納され

たマスタデータで指定された割引率に基づいて算出され（例えば、前払額＝債

権金額－割引額）」るものであるから、本願発明でいう『電子記録債権の額に

応じた金額』に相当する。 

 

（１－３）引用発明においては、「・・・一括ファクタリングサーバ１２の決

済処理部２３は、・・・ＳＰＣを振込依頼人とし、仕入先企業を受取人とし、

算出した前払額を振込金額とする振込データを生成し、ＳＰＣ端末３から総合

振込データのダウンロードが指示されると、総合振込データは、一括ファクタ

リングサーバ１２からＳＰＣ端末３に伝送され、ＳＰＣ端末３は、総合振込デ

ータをダウンロードすると、ダウンロードした総合振込データを決済銀行シス

テム５（例えば、ＥＢシステム１５）に伝送して、総合振込を依頼し、その後、

決済銀行システム５によって、勘定系システム１６を介して仕入先企業への振

込みが実行され、前払額が仕入先企業の入金口座に入金され」るのであるから、

一括ファクタリングサーバ１２の決済処理部２３が生成した「算出した前払額

を振込金額とする振込データ」は、本願発明でいう『債権者の口座に振り込む

ための第１の振込信号』に相当する。 

 また、一括ファクタリングサーバ１２からＳＰＣ端末３に伝送される総合振

込データには、一括ファクタリングサーバ１２の決済処理部２３が生成した

「算出した前払額を振込金額とする振込データ」が含まれていることは明らか

であるから、引用発明における「（総合振込データは、一括ファクタリングサ

ーバ１２からＳＰＣ端末３に）伝送され」は、本願発明でいう『（債権者の口

座に振り込むための第１の振込信号を）送信すること』に相当する。 

 してみると、上記（１－１）及び（１－２）での対比内容を併せみると、引

用発明は、本願発明でいう『電子記録債権の額に応じた金額を債権者の口座に

振り込むための第１の振込信号を送信すること、』との構成を備えているとい

える。 

 

（１－４）引用発明においては、「一括ファクタリングサーバ１２の決済処理

部２３は、支払期日に債務者（支払企業）の決済口座から債権者（ＳＰＣ）の

決済口座へ債権金額の口座間送金を行うための振込データを作成し、作成した

振込データは、決済銀行システム５にダウンロードされ（ステップＳ７０８）、

決済銀行システム５が、ダウンロードした振込データをＥＢシステム１５によ

り処理（もしくは振込伝票等により処理）し、支払企業の口座から振込金額を

引き落としてＳＰＣの口座に入金することにより口座間送金決済を実行する、」

のであるから、一括ファクタリングサーバ１２の決済処理部２３が作成した
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「支払期日に債務者（支払企業）の決済口座から債権者（ＳＰＣ）の決済口座

へ債権金額の口座間送金を行うための振込データ」は、本願発明でいう『電子

記録債権の額を前記債務者の口座から引き落とすための第２の引落信号』に相

当する。 

 また、作成された「振込データ」は、決済銀行システム５にネットワークを

介してダウンロードされるのであるから、前記「振込データ」は一括ファクタ

リングサーバから決済銀行システム５に対して「送信」されていることは明ら

かである。 

 してみると、引用発明は、本願発明でいう『電子記録債権の額を前記債務者

の口座から引き落とすための第２の引落信号を送信する』との構成を備えてい

るといえる。 

 

（１－５）引用発明における「電子記録債権を処理する方法」が本願発明でい

う『電子記録債権の決済方法』に相当することは明らかである。 

 

（２）一致点及び相違点 

 

 上記「（１）対比」で対比した事項を踏まえると、本願発明と引用発明とは、 

 

「電子記録債権の額に応じた金額を債権者の口座に振り込むための第１の振込

信号を送信すること、 

 前記電子記録債権の額を前記債務者の口座から引き落とすための第２の引落

信号を送信することを含む、電子記録債権の決済方法。」 

 

という点で一致し、以下の点で相違している。 

 

［相違点１］ 

 本願発明においては、『前記電子記録債権の割引料に相当する割引料相当料

を前記電子記録債権の債務者の口座から引き落とすための第１の引落信号を送

信すること、』との構成が特定されているのに対し、引用発明には、かかる構

成を備えていない点。 

 

（３）判断 

 

 上記［相違点１］について検討する。 

 

 引用文献２に記載されている様に、本願の最先の優先権主張日である平成２

９年（２０１７年）１０月１７日よりも以前に、「手形を使う場合であっても

現金化する際の割引負担料を下請け事業者に押しつけることを抑制し、発注側

である親事業者が負担するよう求める。」との金融取引上の考え方（ビジネス

ルール）が公知となっている。 

 そして、法律改正や運用基準の改訂などが行われたことを契機に、それに適
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合する様にビジネスルールを変更したり、コンピュータのプログラムを修正ま

たはバージョンアップすることは、極めて一般的であることを踏まえると、引

用文献２に開示されている様なビジネスルールを実現化するため、引用発明に

『電子記録債権の割引料に相当する割引料相当料を電子記録債権の債務者の口

座から引き落とすための第１の引落信号を送信すること、』との構成を付加す

ることは、当業者であれば容易になし得るものと認められる。 

 

 なお、審判請求人は、平成３１年４月２５日提出の意見書において、「本願

発明の技術的課題は、改訂後の下請法の運用基準にも適合し、債務者や債権者

の事務負担や管理コストを増大させることなく、債務者によって割引料の負担

が可能な電子記録債権の決裁方法やシステムを提供することであるが（段落

［０００５］、［０００６］参照）、引用文献１に記載の発明（引用発明１）

の技術的課題は、電子記録機関システムと連携した一括ファクタリングシステ

ムを有しない銀行においても電子記録債権の割引の実行を可能とするシステム

の提供であり（段落［０００７］、［０００９］参照）、両者の間に共通性は

なく、したがって引用文献１は先行技術文献としての適格性に欠ける。」と主

張している。 

 しかしながら、引用文献２や本願明細書の【０００５】、【０００６】に記

載されている様に、債権を現金化する際の割引料の負担を債権者に強いるとい

う商取引上の課題は、本願出願前において周知のものである。 

 そして、引用文献１に記載された引用発明は、大企業である支払企業と多数

の仕入先企業との間の取引（【０００５】）により発生する電子記録債権に係

る決済方法を念頭においたものであり、本願発明と同一の技術分野のものであ

る。 

 さらに、引用発明は、運用基準の改訂が行われるとそれに適応する様に、即

ち、割引料の負担を債務者に負わせるようビジネスルールやコンピュータのプ

ログラムが変更される可能性のあるものである。 

 これらの事情を踏まえると、引用文献１が先行技術文献としての的確性を欠

く、という審判請求人の主張は失当である。 

 

第６ むすび 

 

 以上のとおり、本願発明は、特許法第２９条第１項柱書に規定する要件を満

たしておらず、特許を受けることができない。 

 

 また、本願発明は、引用文献１に記載された発明及び引用文献２に記載され

た事項に基づいて、その出願前にその発明の属する技術の分野における通常の

知識を有する者が容易に発明をすることができたものであるから、特許法２９

条２項の規定により特許を受けることができない。 

 

 したがって、他の請求項に係る発明について検討するまでもなく、本願は拒

絶すべきものである。 
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 よって、結論のとおり審決する。 

 

 

  令和１年６月２４日 

 

審判長 特許庁審判官 金子 幸一 

特許庁審判官 佐藤 智康 

特許庁審判官 相崎 裕恒 

 

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示） 

 この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（附

加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被告と

して、提起することができます。 

 

〔審決分類〕Ｐ１８ ．１ －ＷＺ （Ｇ０６Ｑ） 

１２１ 

 

審判長 特許庁審判官 金子 幸一 8724 

特許庁審判官 相崎 裕恒 9290 

特許庁審判官 佐藤 智康 9059 

 


